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１． 取引適正化・価格転嫁に向けた政府全体での取り組み

２．価格転嫁に向けた取り組み
(1)価格交渉促進月間
(2)取引適正化に関する最近の動き
(3)足下の動向



中小企業の取引適正化をめぐる重点５課題と今後の対応方針
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2020年度 2022年度

しわ寄せ防止
総合対策の策定

短納期発注の増加、単価の据置きなどの下請事業者へのしわ寄せの実態を調査

公取委報告書 知的財産取引に
関するガイドライン・
契約書ひな形の策定

手形通達の改正

型取引の
適正化推進
協議会の設置

型の大規模調査
引き続き大規模調査、フォローアップ等を実施

手形通達の再改正

約束手形の利用の廃止
に向けた自主行動計画の策定

➢ 産業界・金融界に自主行動計画の
策定・改定を要請

➢手形サイトを全業
種60日以内
➢振興基準に反映

型管理に向けた
アクションプラン

策定

➢ 自主行動計画の策定・
フォローアップ調査を要請

➢ 可能な限り現金払い化、
手形サイトの短縮化を推進

➢ 15万社フォローアップ調査
➢ 調査結果を踏まえ「指導・助言」を実施
➢ 業種別の価格転嫁率の公表

振興基準改正

振興基準改正

振興基準改正

➢ 不合理な原価低減
要請等について規定

➢ 自主行動計画の策定・
フォローアップ調査を要請

約束手形の
利用の廃止

ガイドライン等を踏まえた取引の定着

約束手形のサイトの短縮(60日以内)

➢ 9万社を対象に型取引の実態調査を実施

サイトの60日以内

2026

2024

自主行動計画の策定
（2017年3月以降）

「未来志向型の取引慣行に
向けて」公表（2016年9月）

※重点3課題

2016年度～2019年度
改訂版「未来志向型の取引慣行に
向けて」公表（2020年6月）

※重点2課題追加

2021年度

「パートナーシップによる価値創造
のための転嫁円滑化施策パッケージ」

（2021年12月）

上記パッケージに基づく取締り強化

2023年度～

➢ 重点立入3業種選定
➢ 「買いたたき」解釈の明確化
➢ 業界団体へ法遵守状況の「自主点検」を実施

➢ 自主行動計画の
改訂・徹底を要請

➢ 発注側企業についての協議・価
格転嫁状況のリスト公表

➢ 知的アドバイザリーボード・知財Gメン
(R4年度新設)による取引実態の調査

➢ 30万社フォローアップ調査

価格交渉促進月間(3月/9月)の実施（2021年9月～）

自主行動計画
フォローアップ調査

2024年度～
「労務費の適切な転嫁の

ための価格交渉に関する指針」
（2023年11月）
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⚫ 「成長と分配の好循環」の実現に向け、特に雇用の7割を支える中小企業での賃上げ実現は重要な政策の柱。
しかし、1人当たりの実質賃金の伸びは、過去30年近く他の先進国に比して低水準で推移。

⚫ 2023年度は、物価高騰や人手不足等を背景に、中小企業（従業員300人未満の組合を持つ企業）の賃上げ率は、
1994年度以来の伸びとなる3.23％を記録。 更に2024年度は、33年ぶりとなる4.45％を記録。

中小企業の賃上げの現状
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＜１人当たり実質賃金の推移＞
(1991年＝100)

＜春闘賃上げ率の推移＞
(従業員300人未満)

（出所）日本労働組合総連合会「2023春季生活闘争まとめ」
を基に経済産業省作成。

（資料）総務省「消費者物価指数」を基に経済産業省作成
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総合経済対策における賃上げのための政府の取組

２０２４年１１月２２日閣議決定
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政労使の意見交換

（出所）首相官邸HP 「政労使の意見交換」 https://www.kantei.go.jp/jp/103/actions/202411/26seiroushi.html

・政権といたしましては、デフレ脱却と成長型経済の実現を確実なもの
とし、地方経済と日本経済をともに成長させ、生活が豊かになったことを
一人一人の国民に実感していただきますよう、賃金上昇が物価上昇を
安定的に上回る経済を実現することを目指します。

・これを、物価が持続的・安定的に上昇する新たな経済ステージにおいて
実現するため、来年の春季労使交渉におきましては、労働者の賃金
水準を引き上げるベースアップを念頭に、３３年ぶりの高水準の賃上げ
となった今年の勢いで、大幅な賃上げへの御協力をお願いいたします。

・この賃上げの流れが、雇用の７割を占めます中小企業、地方で働く
皆様方にも行き渡ることが重要であります。

・政府として、賃上げ環境の整備のための具体策を盛り込んだ総合経済
対策を決定いたしました。これに基づき、価格転嫁等の取引適正化の
推進、省力化・デジタル化投資の推進、人への投資の促進及び多様な
人材が安心して働ける環境の整備、中堅・中小企業の経営基盤の
強化・成長の支援などに取り組んでまいります。その裏付けとなります
補正予算の早期成立を図ってまいります。

・本日の御議論も踏まえ、地方における官公需や中小企業と中小・
小規模間の転嫁も含めまして、労務費の価格転嫁の徹底に一層
全力で取り組んでまいります。

⚫ 令和6年11月26日、石破総理は総理大臣官邸で政労使の意見交換会に出席

石破総理発言

https://www.kantei.go.jp/jp/103/actions/202411/26seiroushi.html


価格転嫁、取引適正化対策

①下請代金法 (下請代金の減額や、買いたたき等を禁止する規制法。公取委が主管、中企庁も執行を共管。)

②下請振興法 (望ましい下請取引の在り方「振興基準」を策定し、事業者に指導・助言。中企庁が主管。)

③フリーランス法（特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律）(フリーランスの取引環境、就業環境の整備。 2024年11月1日施

行。)

１. 法律の厳正な執行

２. 取引実態把握

①下請Gメン（R5:300名→R6:330名）が、取引実態をヒアリング（年間 約1万２千件）

① 取引適正化のための自主行動計画（29業種・78団体）の改訂・徹底。

② パートナーシップ構築宣言(55,700社超)

３.自主的な取引適正化の促進

①価格交渉促進月間（2021年9月から開始。毎年9月、3月に実施し、その後フォローアップ調査を実施）

②労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（周知・徹底、振興基準改定）

４. 価格交渉・価格転嫁の促進
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１． 取引適正化・価格転嫁に向けた政府全体での取り組み

２．価格転嫁に向けた取り組み
(1)価格交渉促進月間
(2)取引適正化に関する最近の動き
(3)足下の動向
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２．(1)「価格交渉促進月間」における取組

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示
①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年９月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 中小企業の賃上げ実現の鍵となる価格交渉、価格転嫁を経済界全体で促すため、毎年３月と９月を「価格
交渉促進月間」と設定し、経済界に周知・依頼（①）。

⇒ 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小企業
に対して「①アンケート調査（30万社）、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

⇒ 業界ごとの取組状況や、社名公表等により経営陣にも関与させ、取引方針の改善に繋げて来た。

⚫ 2021年９月に開始。 今年９月は、７回目の「価格交渉促進月間」。

8



9

①価格交渉の状況

①26.3%

②58.9%

③0.5%

④11.2%

⑤3.1%

①28.3%

②58.1%

③0.4%
④10.2%

⑤3.0%

n=34,586n=47,005

３月 ９月
①
発注企業から、交渉の申し入れがあり、
価格交渉が行われた。

②
受注企業から、発注企業に交渉を申し出、
価格交渉が行われた。

③
コストが上昇し、発注企業から申し入れがあっ
たが、発注減少や取引停止を恐れ、
発注企業からの申し入れを辞退した。

④
コストが上昇したが、発注企業から申し入れが
なく、発注減少や取引停止を恐れ、
交渉を申し出なかった。

⑤
コストが上昇し、発注企業から申し入れがなく、
受注企業から交渉を申し出たが、
応じてもらえなかった。価格交渉が

行われた
86.4％

発注企業からの
申し入れにより、
交渉が行われた

85.2％

価格交渉が
行われなかった

13.6％14.8％

直近６か月間における価格交渉の状況

• 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約２ポイント増の28.3％。

• 「価格交渉が行われた」割合（①②）も前回から約１ポイント増の86.4％。

• 「価格交渉が行われなかった」割合（③④⑤）は減少（前回14.8％→13.6％）。

➢ 発注企業からの申し入れは浸透しつつあるものの、引き続き、受注企業の意に反して交渉が行われなかっ
た者が約1.5割。引き続き、労務費指針の徹底等による価格交渉・転嫁への機運醸成が重要。

※ 「価格交渉は不要」との回答を除いた場合の回答分布 2024.11.29公表
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②価格転嫁の状況【コスト全般】

①22.6%

②17.6%

③10.2%

④26.8%

⑤21.4%

⑥1.3%

①25.5%

②18.7%

③10.4%

④25.4%

⑤18.8%

⑥1.2%

３月 ９月

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤０割

⑥マイナス

n=38,575n=58,682

※「価格転嫁は不要」との回答を除いた場合の回答分布

• コスト全体の価格転嫁率は49.7％、今年３月より約３ポイント増加（前回46.1%→49.7％）。

• 「全額転嫁できた」割合（①）は、前回から約３ポイント増の25.5％。

• 「一部でも転嫁できた」割合（①②③④）も前回から約３ポイント増の79.9％。

• 「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合（⑤⑥）は減少（22.8％→20.1％）。

➢ 価格転嫁の状況は改善してはいるが、転嫁できない企業との二極化がみられ、転嫁対策の徹底が重要。

直近６か月間における価格転嫁の状況

全額転嫁ができた

一部でも価格転嫁できた
79.9％77.2％

全く転嫁できず
20.1％22.8％

転嫁率【コスト全般】

：46.1％

転嫁率【コスト全般】

：49.7％



(参考）価格転嫁に関する発注側企業による説明

• 価格交渉が行われたものの、コスト上昇分の全額の価格転嫁には至らなかった企業（全体の37.8％）のうち、発
注側企業から価格転嫁について、「納得できる説明があった」と回答した企業は約６割。

• 一方で、「発注側企業から説明はあったものの、納得できるものではなかった」又は「発注側企業からの説明
はなかった」とする回答が約４割。

➢ 発注側企業に対し、価格交渉の場の設定のみならず、価格に関する受注側企業への十分な説明も求め
ていく必要。

発注側企業からの説明状況

９月

n=54,430
n=20,594

アンケート回答企業からの具体的な声

▲自社の要望は全く聞き入れず、希望額の半分しか値上げされなかった。事前に説明等もなく、一方的に決められた。

▲労務費の上昇について資料を作成し協議を行ったが、明確な根拠なく価格は据え置かれ、10年近く単価が変わっていない。

60.4%14.4%

25.2%

発注側企業から
納得できる説明があった

60.4％

発注側企業から説明は
あったが、納得できる
内容ではなかった

11

交渉不要・
交渉できなかった

交渉ができ、
全額転嫁できた又は転嫁不要

発注側企業から
説明はなかった

25.2%

交渉は行われたが
全額転嫁には至らなかった

37.8％



• 製造業系が上位にあり、トラック運送、放送コンテンツ等が厳しい等の全体的な傾向は従前通りだが、トラック
運送は約１ポイント、放送コンテンツは約６ポイント上昇。

※３月時点との変化幅と矢印の数の関係 ↑：１～４ポイント 上昇、 ↑↑：５～９ポイント 上昇、 ↑↑↑：10ポイント以上 上昇 ※（）内は前回の転嫁率を示す。

2024年9月 コスト増に対する転嫁率
各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー費 労務費

①全体 ↑ 49.7% (46.1%) ↑ 51.4% (47.4%) ↑ 44.4% (40.4%) ↑ 44.7% (40.0%)

②
業
種
別

1位 化学 ↑ 61.9% (61.0%) ↑ 65.0% (63.2%) ↑ 57.9% (54.1%) ↑ 54.6% (51.1%)

2位 飲食サービス ↑↑ 59.0% (51.5%) ↑↑ 61.2% (53.0%) ↑↑↑ 49.0% (38.3%) ↑↑↑ 49.4% (37.8%)

3位 造船 ↑↑ 57.0% (49.1%) ↑↑ 62.1% (53.8%) ↑↑↑ 56.5% (45.2%) ↑↑↑ 53.2% (42.5%)

4位 食品製造 ↑↑ 55.3% (50.0%) ↑↑ 58.3% (51.6%) ↑ 47.6% (42.7%) ↑↑ 47.2% (41.2%)

5位 電機・情報通信機器 ↑ 54.8% (51.2%) ↑ 58.9% (55.9%) ↑↑ 49.6% (43.8%) ↑↑ 48.7% (42.9%)

6位 機械製造 ↑ 54.3% (51.9%) ↑ 60.7% (57.0%) ↑ 49.1% (45.3%) ↑ 47.4% (43.3%)

7位 製薬 ↑ 53.6% (53.5%) ↑ 60.4% (56.5%) ↑ 54.2% (49.7%) ↑ 46.5% (44.1%)

8位 自動車・自動車部品 ↑ 51.9% (47.1%) ↑ 59.8% (54.8%) ↑ 51.8% (47.2%) ↑↑↑ 48.9% (37.2%)

9位 建材・住宅設備 ↑↑ 51.6% (44.4%) ↑ 51.6% (47.0%) ↑↑ 44.9% (39.5%) ↑ 42.8% (39.4%)

10位 卸売 ↑ 51.2% (47.0%) ↑ 51.7% (47.5%) ↑ 43.9% (39.6%) ↑ 42.9% (38.3%)

11位 廃棄物処理 ↑↑↑ 50.7% (39.1%) ↑↑ 43.1% (35.0%) ↑↑↑ 47.0% (34.8%) ↑↑↑ 48.7% (34.6%)

12位 建設 ↑ 50.3% (46.9%) ↑ 51.6% (47.3%) ↑ 46.0% (42.0%) ↑ 47.4% (43.8%)

12位 金属 ↑ 50.3% (46.2%) ↑↑ 55.4% (49.8%) ↑ 44.5% (41.5%) ↑ 42.6% (37.9%)

14位 紙・紙加工 ↑↑ 50.2% (45.1%) ↑ 49.9% (45.9%) ↑↑ 43.0% (37.5%) ↑↑ 42.7% (37.4%)

15位 鉱業・採石・砂利採取 ↑ 49.8% (48.6%) ↓ 47.4% (47.8%) ↑ 43.6% (43.3%) ↑ 43.4% (42.0%)

16位 繊維 ↓ 49.0% (49.9%) ↓ 48.8% (51.4%) ↑ 45.3% (43.2%) ↑↑ 46.8% (41.3%)

17位 小売 ↑ 48.8% (47.1%) ↑ 49.2% (47.8%) ↑ 41.7% (40.5%) ↑ 40.5% (38.6%)

18位 印刷 ↑ 48.5% (43.5%) ↑ 49.0% (46.6%) ↑ 41.1% (37.2%) ↑↑ 40.6% (34.7%)

19位 生活関連サービス ↑↑ 48.4% (39.6%) ↑↑ 48.2% (40.5%) ↑↑ 41.2% (31.8%) ↑↑↑ 42.7% (31.2%)

20位 不動産・物品賃貸 ↑↑ 48.1% (42.1%) ↑ 46.5% (41.8%) ↑ 41.0% (38.7%) ↑↑ 45.4% (38.9%)

21位 電気・ガス・熱供給・水道 ↓ 48.0% (48.3%) ↓ 49.0% (49.4%) ↓ 43.5% (44.9%) ↓ 43.9% (45.1%)

22位 石油製品・石炭製品製造 ↑ 47.6% (43.9%) ↑ 55.5% (51.8%) ↑ 42.9% (38.8%) ↑ 41.0% (37.4%)

23位 情報サービス・ソフトウェア 47.1% (47.1%) ↓ 38.0% (39.7%) ↓ 34.0% (35.1%) ↑ 46.3% (46.2%)

24位 通信 ↑↑ 47.0% (40.8%) ↑↑ 44.7% (38.9%) ↑↑ 40.5% (35.0%) ↑↑ 45.7% (38.3%)

25位 運輸・郵便（トラック運送除く） ↑↑ 45.5% (39.8%) ↑↑ 44.3% (37.2%) ↑↑ 41.6% (35.2%) ↑↑ 42.8% (35.8%)

26位 農業・林業 ↑ 41.2% (38.8%) ↑ 39.9% (39.1%) ↑ 37.3% (33.8%) ↑ 36.1% (32.2%)

27位 金融・保険 ↑↑ 40.9% (35.3%) ↑ 36.3% (34.1%) ↑ 31.7% (28.8%) ↑↑ 37.4% (32.3%)

28位 放送コンテンツ ↑↑ 39.8% (33.7%) ↑↑ 40.4% (33.8%) ↑↑ 36.2% (27.8%) ↑↑ 36.8% (31.7%)

29位 広告 ↓↓↓ 31.4% (46.9%) ↓↓↓ 32.3% (49.1%) ↓↓↓ 26.4% (40.2%) ↓↓↓ 32.1% (42.3%)

30位 トラック運送 ↑ 29.5% (28.1%) ↑ 25.7% (24.6%) ↑ 27.2% (25.9%) ↑ 26.9% (24.0%)

ー その他 ー ー ー ー
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③価格転嫁の実施状況の業種別ランキング 【発注企業の業種毎に集計】



（参考）サプライチェーンの各段階（※）における価格転嫁の状況

• 価格転嫁率は、１次請けの企業は５割超（51.8％）に対し、４次請け以上の企業は35％程度

• 特に、４次請け以上の階層においては、全額転嫁できた企業の割合は１割程度にとどまり、全く転嫁できな
かった又は減額された企業は、４割近く（36.0％）に上る。

• 受注側企業の取引段階が深くなるにつれて、価格転嫁割合が低くなる傾向。

⇒ より深い段階への価格転嫁の浸透が課題。

受注側企業の取引段階と価格転嫁率

n=33,377

27.3%

21.6%

15.9%

12.1%

19.3%

18.3%

16.6%

17.9%

10.0%

10.9%

12.5%

11.8%

25.2%

26.8%

26.8%

22.3%

17.0%

21.3%

27.0%

35.2%

1.2%

1.2%

1.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１次請け

２次請け

３次請け

４次請け以上

10割 ９～７割 ６～４割 ３～１割 ０割 マイナス

51.8％

転嫁率

46.1％

39.7％

35.7％
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※各取引段階：受注側中小企業に対する、「自社が、最終製品・サービスを提供する企業から数え、どの取引段階に位置
しているか」との質問への回答を集計したもの。



3240001041231 (株)エディオン 11 エ ウ

3390001009478 スリーエムジャパンプロダクツ(株) 10 ウ イ

4010601022396 (株)一条工務店 26 エ ウ

4010701009640 (株)明電舎 15 イ イ

7010401057862 タマホーム(株) 13 エ ウ

7010401088742 (株)大林組 51 ア イ
・
・・

（価格交渉/
転嫁の評価）

下請中小企業からの
価格交渉、価格転嫁
についての回答の
平均値（※10点満点）

をア、イ、ウ、エの
４区分で整理。

ア：７点以上、

イ：７点未満、
４点以上

ウ：４点未満、
０点以上

エ：０点未満

⚫８月２日、より一層の自発的な取引慣行の改善を促すため、下請中小企業10社以上から回答が
あった発注側企業全て（290社）について、「交渉・転嫁の状況」を整理した企業リストを、経済産業大
臣より公表したところ。

④価格交渉・転嫁の回答状況のリスト（一部）（2024年3月の価格交渉促進月間の結果）

14

法人番号 企業名
①回答
企業数

②価格交渉の
回答状況

③価格転嫁の
回答状況

1010001000006 五洋建設(株) 17 ア イ

1010001001805 鹿島道路(株) 12 ア ア

1010001008668 ＪＦＥスチール(株) 21 ア イ

1010001008825 東京電力ホールディングス(株) 10 ア イ

1010001034730 (株)内田洋行 15 イ イ

・
・・

・
・・

・
・・

＜詳細は以下参照＞
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/dl/202403/result_02.pdf

2024年8月2日公表



⚫ 今回（2024年8月）の「企業リスト」公表に際しても、報道された企業は取引方針の改善に取り組む旨を表明。

⑤「企業リスト」公表を踏まえた報道状況等（2024年8月）

（参考）2024年8月2日 日本経済新聞（WEB）
「価格交渉、タマホームやエディオンが最低評価 経産省」

（参考）今回の企業リスト（2024年８月公表）において、

「エ」評価であった一条工務店・エディオンのプレスリリース
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【進みつつある価格交渉・転嫁の好事例】

○輸送コストの高騰に対応するため、原油価格上昇分を考慮した燃料サーチャージを導入
し、契約額に加算して支払い。

○労務費の値上げに対応する予算を措置し、適正な転嫁を行う環境を整備。

○取引先との交渉内容を記録し、上長が必ず確認することをルール化。また、そのデータを社内で
一元管理し、交渉の進捗状況や結果を見える化。

発注者側からの価格交渉の働きかけ

原材料費のみならず、エネルギーコスト・労務費の価格転嫁

○調達本部の社員が取引先を訪問し、能動的な交渉を実施。
○「原材料」や「電力」、「労務費」や「運送費」などの費目を明示した価格交渉用の
フォーマットを提示し、取引先に呼びかけ。

社内体制の整備

経営トップによる発信

○適正な価格転嫁が行われるよう、会社を挙げて対応する方針を経営トップが社内・取引
先に発信。

(参考）

16



＜価格転嫁＞

○労務費の指針（R5年11月:内閣官房・公取委から公表、R6年3月:下請振興基準の改正）
価格転嫁の難しい労務費に関して、発注者・受注者それぞれが取るべき行動の指針を策定。価格交渉の様式例も
併せて公表。下請中小企業振興法・振興基準の改正も行い、業界団体の自主行動計画への反映を要請。

○価格据置きへの対応（R6年5月:下請法運用基準を改正 、令和6年11月：下請振興基準改正）
コストの著しい上昇分が公表資料から把握することができる場合において、据え置かれた下請け代金の額について、
「通常支払われる対価に比し著しく低い下請代金の額」と取り扱うことを明確化。

＜支払条件＞

○手形等のサイトの短縮（R6年4月:下請法指導基準を変更、令和6年11月：下請振興基準改正）
手形、電子債権、一括決済方式に関してサイトを60日以内とする（令和6年11月施行）。

○手形の廃止（R6年1月:中小企業等の活力向上に関するWGで関係省庁への指示）
「2026年の約束手形の利用の廃止」を見据え、手形の廃止に向けた取引慣行の見直しなど、働きかけを強化すること。

＜型取引＞

○公正取引委員会の勧告（R5年3月～）
「型」を無償で保管させていた行為等について５件の勧告。

※岡野バルブ製造（R5.3）、サンケン電気（R5.11）、サンデン（R6.2）、ニデックテクノモーター（R6.3）、トヨタカスタマイジング＆ディベロップメント（R6.7）

○「金型等の無償保管要請の防止について」要請文発出（R5年12月:公取委・中企庁連名）
業界団体に対して、傘下の会員企業に勧告案件等の内容を周知すること、下請法に違反する行為の未然防止に努め

るよう促すこと、について協力要請。

2．(2)取引適正化に関する最近の動き
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① 転嫁を受け入れる取引方針を、経営トップまで上げて決定。そ
の方針を社内外に示す。

② 受注者から求めがなくとも、定期的な協議の場を設ける。 受注
者から協議の求めがあればこれに応じる。

③ 公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やそ
の上昇率など）に基づく根拠資料を、合理的なものとして尊重。

①「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」 のポイント

【発注者が採るべき行動】（ポイント）

【受注者が採るべき行動】 （ポイント）

① 価格転嫁サポート窓口や下請かけこみ寺、商工会・商工会議所
等の窓口に相談するなど、積極的に情報収集して交渉する。 そ
の際に、添付の「価格交渉 様式例」も活用する。

② 根拠資料として、最低賃金上昇率などの公表資料を用いる。

⚫価格転嫁の難しい労務費に関する「発注者、受注者それぞれが採るべき行動」の指針を、内閣
官房・公正取引委員会が2023年11月に策定・公表。

⚫受注者が価格交渉し易いよう、労務費、原材料費、エネルギーコストを分けて交渉するための価
格交渉の様式例を添付。 〈価格交渉 様式例〉
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労務費の指針の周知の取組

⚫中小企業庁のHPに価格交渉フォーマットや、価格交渉の根拠資料になるデータ（最低賃金の

上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率等）など、価格交渉・転嫁に役立つ情報を集約して掲載。指
針の普及に向けて、全国で説明会も実施。

19（参照）中企庁HP 価格交渉・転嫁の支援ツール
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/gyoukai/konkyo.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/gyoukai/konkyo.html


会  長 小 島  啓 二 ㈱日立製作所
筆頭副会長  津 賀 一 宏 パナソニックHD㈱
副 会  長  新 野  隆  日本電気㈱

島 田  太 郎 ㈱東芝 
時 田 隆 仁 富士通㈱
沖 津  雅 浩  シャープ㈱
奈 良 寿 横河電機㈱
栗 山  年 弘  アルプスアルパイン
髙 橋 広 行 ㈱JTB  
中 山 泰 男 セコム㈱

オブザーバ     亀 渕  丈 司 半導体部会長
専務理事     長 尾 尚 人 JEITA 
常務理事     平 井 淳 生 〃

(参考）電子情報技術産業協会（JEITA）との懇談会（３月２７日）

経産大臣 発言（ポイント）

今なお、物価高と人手不足に苦しむ下請中小企業は少
なくありません。 中小企業に取引上の負担をしわ寄せし、
適切な利益や必要な人材を確保できない環境を作ることは、
その企業の経営のみならず、サプライチェーン全体を脆弱
化させる、ひいては発注者自身にも悪影響を与える行為で
す。 サプライチェーンの先まで価格転嫁を浸透させなけ
ればなりません。そのために、

①まず、直接の取引先１社１社と丁寧に価格交渉・価格転
嫁に応じていただくこと、

②そして、取引先が、さらにその取引先に価格転嫁を行う
立場にあるという前提で、取引価格を設定すること

こうしたことを一層進めていくことが重要です。
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経産大臣 発言（ポイント）

自動車業界においても、春季労使交渉で力強い賃上げの流れをつくっ
ていただいたこと、大変心強く思います。次のステップは、業界を支え
る中小企業まで賃上げを波及させることです。先日、公正取引委員会に
よる日産自動車に対する勧告がありました。物価上昇を上回る賃上げを
実現するため、官民一体で価格転嫁・取引適正化を進めている中、こう
した事案が生じたことは極めて遺憾です。

特に、法令遵守は全ての大前提であり、要請の趣旨も踏まえ、サプラ
イチェーンの隅々まで不適切な業界慣行を確実に一掃するよう、責任を
持って早急に取り組んでいただきたい。

加えて、多くの中小経営者が賃上げを決断する今こそ、日本の冠たる
産業である自動車会社の皆様に、「今後も、サプライチェーン全体で価
格転嫁を進める」という姿勢をお示しいただくことが重要です。

片山 正則 いすゞ自動車（株）

鈴木 俊宏 スズキ（株）         

佐藤 恒治 トヨタ自動車（株） 

内田 誠 日産自動車（株）  

三部 敏宏 本田技研工業（株）  

大崎 篤 （株）SUBARU

毛籠 勝弘 マツダ（株）     

加藤 隆雄 三菱自動車工業（株） 

永塚 誠一 （一社）日本自動車工業会

(参考）日本自動車工業会との懇談会（４月３日）
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②価格据え置きへの対応について（下請法運用基準、下請振興基準）

● ①コストの著しい上昇分が公表資料から把握可能である場合において、②据え置
かれている対価は、下請事業者の利益を損ない、経営を圧迫することになる。

● 今般、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえ、上記①
及び②に該当する下請代金の額を「通常支払われる対価に比し著しく低い下請代金
の額」と取り扱うことを明確化する。

● ただし、買いたたきに該当するためには、別途「不当に定める」の要件も満たすことが必要。

【コスト上昇局面における取引価格の据置き】（例）

通常支払われる対価
（コスト上昇前）

コスト：？円 ？円

通常支払われる対価
（コスト上昇後の
あるべき市価）

コスト：？円 ？円

従前の対価 コスト：６０円 １００円

コスト上昇後、
据え置かれた対価

コスト：９０円 １００円

①コストの著しい上昇が
公表資料から把握可能

①コストの著しい上昇が
公表資料から把握可能

「通常支払われる対価
に比し著しく低い下請
代金の額」と取り扱う

下請事業者の利益を損ない、経営を圧迫

②据置き



＜手形の廃止について＞
○成長戦略実行計画（令和３年6月 閣議決定）
「本年夏を目途に、産業界及び金融界による自主行動計画の策定を求めることで、 ５年後の約束
手形の利用の廃止に向けた取組を促進する。」

23

③手形等のサイト短縮について（下請法指導基準、下請振興基準）

⚫ 手形等（手形・電子債券、一括決済方式（ファクタリング等））のサイトについて、業種を問わず60日以内とする。
令和6年11月１日から運用開始。

（従来）繊維業は90日・その他業種は120日→（変更後）業種を問わず60日

■手形払い(手形サイト120日)の場合（例）

     製品や役務の受領日            支払日＝手形交付日            満期日＝入金日

※支払日までの期間（60日）＝現金受領までの期間【60日】

※支払日までの期間（60日）＋手形サイト（120日）＝現金受領までの期間【180日】

4/1 5/1  6/1              10/1

■現金払いの場合（例）

商品や役務の受領日     支払日＝入金

4/1 5/1  6/1

手形サイト120日間

● ●

● ● ●



自民党 中小企業・小規模事業者政策調査会・競争政策調査会 提言（令和６年６月３日 総理手交）

（１）下請法の執行強化・面的な執行

面的な執行に当たっては、中小企業庁・事業所管省庁のGメン含む執行体制・機能強化に加え、特に重要な役割を

担う公正取引委員会の体制（機構・定員）強化が必要である。

（２）「下請」という用語について

下請法制定時から受注者、発注者の意識も大きく変わってきており、「下請」という用語はもはや時代遅れとなっ

ている。こうした時代の変化に対応し、「下請事業者」に代わる用語を検討すべきである。

（３）買い叩き規制について（価格据え置き取引への対応など）

運用基準の改正による明確化に加え、もう一段の取組として、コスト上昇局面における価格据え置き行為や、減額

での勧告を逃れるための買いたたきなど、価格交渉をせずに一方的に下請事業者の経営を圧迫するような価格を設定

する事例にも対応できるよう制度の見直しを検討すべきである。

（４）約束手形による支払について

今年４月、公正取引委員会は約束手形（電子記録債権やファクタリングを含む）の支払サイトを120日から60日に

するよう、下請法に基づく指導基準の変更を行い、今年１１月から運用を開始する旨を公表した（中略）。その上で、

約束手形の利用の廃止に向けたプロセスをロードマップとして示せるよう、検討を進めるべき。

（５）物流の「2024年問題」への対応

今般、物流の「2024年問題」に見られるように、長時間の荷待ちや無償での荷役の強制など、発荷主と物流事業

者との間の問題も深刻化していることも踏まえ、物流の「2024年問題」の解決の後押しとなるよう、発荷主と物流

事業者との間の取引についても下請法の対象とすることについて検討すべきである。

（８）その他（「下請法逃れ」への対策、知的財産の無償提供への対応等）

……また、受注者の知的財産を無償で提供させる行為等には、下請法での対応を強化すべき。併せて、知的財産の

保護や活用の重要性を、中小企業に対し更に普及啓発すべきである。

2．(3)足下の動向
下請法の執行強化、下請Ｇメンの活用に係る各種提言等①
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経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月２１日 閣議決定）
１．デフレ完全脱却の実現に向けて（３）価格転嫁対策

• 新たな商慣習として、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」を実現する。

このため、独占禁止法の執行強化、下請Ｇメン等を活用しつつ事業所管省庁と連携した下請法の執行強化、下請

法改正の検討等を行う。

• 中小企業等協同組合法に基づく団体協約の更なる活用の推進に向け、活用実態の調査や組合への制度周知に取り

組む。サプライチェーン全体における手形等の支払サイト短縮・現金払い化、利用の廃止に向けた工程の検討を

進める。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版（令和６年６月２１日 閣議決定）
（１）労務費等の価格転嫁の推進 ③下請代金法違反行為への厳正な対処

• （中略）下請事業者への対価を引き下げた場合だけでなく、労務費等のコストが上昇する中で、下請事業者への

対価を据え置く場合についても、下請代金法違反となり得る旨を、運用基準の中で明確化した。

• また、事業所管省庁とも連携し、面的な執行による下請代金法の勧告案件の充実を図るとともに、下請代金法の

改正についても、検討する。

• また、下請代金法の実効性をより高めるため、下請代金法違反により勧告を受けた企業には、補助金交付や入札

参加資格を停止する方策を検討する。

• 官公需も含めた労務費等の価格転嫁の周知・徹底、（中略）下請Ｇメンや優越Ｇメンも活用した下請代金法の執

行強化、手形等の支払サイト短縮の後押し等の取引適正化を徹底する。

（３）大企業と中小・小規模企業・スタートアップの間の協力関係の確立 ③秘密保持契約・ライセンス契約の適正化

• 大企業が中小・小規模企業・スタートアップから初期製品を調達する際の知的財産の在り方について、知的財産

が適切に中小・小規模企業・スタートアップに帰属するよう経済産業省のモデル契約書において明確化すること

や下請代金法の執行強化等、その適正化を図る。

2．(3)足下の動向
下請法の執行強化、下請Ｇメンの活用に係る各種提言等②
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１ 開催の趣旨
（１） 我が国がデフレから完全に脱却し、経済の好循環を実現するためには、構造的な賃上げが必

要であり、そのためには構造的な賃上げ原資の確保が必要であるところ、我が国の雇用の７割を
占める中小企業がその原資を確保できる取引環境の整備が重要である。

（中略）
（３） 他方で、サプライチェーンの取引段階を遡り、２次、３次と階層が深くなるにつれて価格転嫁が

滞っていることなどを踏まえると、適切な価格転嫁を我が国の新たな商慣習としてサプライチェーン
全体で定着させていくに当たり、取引環境の整備として解決されるべき課題がいまだ残っていると
考えられる。

（４） また、下請法の主要な改正が行われてから約20年が経過しており、現在の経済実態への対
応や、今後想定される「物価や賃金が構造的に上がっていく経済社会」における取引環境の整
備についても検討する必要がある。

（５） このため、適切な価格転嫁を我が国の新たな商慣習としてサプライチェーン全体で定着させ
ていくための取引環境を整備する観点から、優越的地位の濫用規制の在り方について、下請
法を中心に検討することを目的として、関係有識者からなる「企業取引研究会」を開催する。

２ 研究会の構成等
（１） 本研究会は、有識者により構成。
（２） 月１回程度を目途として本研究会を開催（初回開催：令和6年7月22日）

2．(3)足下の動向
企業取引研究会（公正取引委員会、中小企業庁）
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今後、主に御議論いただきたい事項

次回以降、「円滑な価格転嫁のための取引環境の整備」に係る、個別の課題と解決の方向性についての御議論
をお願いしたい。例えば以下のような論点が考えられるのではないか。

○ 適切な価格転嫁の環境整備に関する課題（買いたたき規制の在り方）

近年のようなコスト上昇局面において、価格への反映の必要性を明示的に協議せずに価格を据え置くなど、
一方的に受注者（下請事業者）の経営を圧迫するような価格を設定する行為について、より適切な価格転嫁に
関する環境整備の観点から、どのように考えるべきか。【関係条項：下請法第４条第１項第５号（買いたたき
の禁止）、優越ＧＬ第４の３（５）ア（取引の対価の一方的決定）】

○  支払条件に関する課題（約束手形、ファクタリング等）

支払手段として約束手形等を用いることにより、発注者（親事業者）が受注者（下請事業者）に資金繰り
に係る負担を求める商慣習について、どのように考えるべきか。

このほか、ファクタリングの利用や民法上は発注者負担が原則とされている振込手数料を受注者に負担さ
せる商慣習など、支払条件に関する商慣習について、どのように考えるか。【関係条項：下請法第２条の２
（下請代金の支払期日）、第４条第１項第２号（支払遅延の禁止）、第４条第２項第２号（割引困難な手形
の交付の禁止）、民法第485条（弁済の費用）】

○  物流に係る優越的地位の濫用規制の在り方

平成15年に行われた下請法改正（平成16年施行）により、運送事業者間の運送業務の委託については下請
法の対象とされ、一方、荷主から運送事業者に対する運送業務の委託については、下請法の対象ではなく、
「物流特殊指定」（平成16年施行）により対応することとされた。

他方、近年、物流に関しては、物流の「2024年問題」に端を発し、多重下請構造に起因する問題や荷主に
より長時間の荷待ちや無償での荷役を求められることが社会問題化し、今般、一定の法整備（改正物流総合
効率化法、改正貨物自動車運送事業法）も行われたところ。こうした状況を踏まえ、現行の優越的地位の濫
用規制の在り方についてどのように考えるべきか。【関係条項：下請法第２条第４項（役務提供委託）、物
流特殊指定】 27



今後、主に御議論いただきたい事項

○  執行に係る省庁間の連携体制の在り方

国土交通省におけるトラックＧメンの創設など、事業所管省庁においても取引適正化の取組が進められて
いる。サプライチェーン全体の取引環境の整備や取引の公正化を図る上では、下請法の執行においても、各
事業所管省庁と連携し、面的な執行を図っていくべきではないか。そのためにどのような対応が考えられる
か。【関係条項：下請法第９条第３項】

○  「下請」という用語の見直し

下請法における「下請」という用語は、発注者（親事業者）と受注者（下請事業者）が対等な関係ではな
いという語感を与えるとの指摘がある。また、発注者である大企業の側でも「下請」という用語は使われな
くなっているといった時代の変化を踏まえ、適切な用語を検討すべきではないか。【関係条項：下請法】

○ その他

* 下請法は資本金という外形的な基準により対象となる事業者を規定しているところ、適用を逃れるため
に親事業者が減資をする、下請事業者に増資を求めるなどの事例が指摘されている。このような指摘を
踏まえ、下請法の適用基準についてどのように考えるか。【関係条項：下請法第２条第７項（定義）、
第７条（勧告）】

* 型の無償保管や知的財産の無償提供を求める行為について、下請法や優越的地位の濫用に係る考え方を
整理する必要があるのではないか。【関係条項：下請法第４条第１項第５項（買いたたきの禁止）、第
４条第２項第３号（不当な経済上の利益の提供要請の禁止）、優越ＧＬ第４の２（３）（その他経済上
の利益の提供の要請）】

* 命令や罰則の導入等、下請法の実効性確保が必要との指摘についてどのように考えるか。【関係条項：
下請法第１０条（罰則）】

28

第6回研究会（令和6年12月17日)において報告書案とりまとめ
https://www.jftc.go.jp/file/01_report_draft.pdf

https://www.jftc.go.jp/file/01_report_draft.pdf
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